
JP 4642641 B2 2011.3.2

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　色材を含有するインクを記録ヘッドから吐出することによって記録媒体に画像を記録す
るインクジェット記録方法であって、
　前記記録媒体の外側に吐出されるインクを受けるためのインク吸収体に対して、前記色
材同士の接触を防止する立体障害効果により前記色材の凝集を抑制するための凝集阻害液
を付与する工程と、
　前記記録媒体に向けて前記記録ヘッドからインクを吐出する工程と
を有することを特徴とするインクジェット記録方法。
【請求項２】
　色材を含有するインクを記録ヘッドから吐出することによって記録媒体に画像を記録す
るインクジェット記録方法であって、
　前記記録媒体の少なくとも１つの端部に余白を設けずに記録を行う余白無し記録モード
を設定する工程と、
　前記余白無し記録モードにおいて前記記録媒体の外側に吐出されるインクを受けるため
のインク吸収体に対して、前記色材同士の接触を防止する立体障害効果により前記色材の
凝集を抑制するための凝集阻害液を付与する工程と、
　前記記録媒体に向けて前記記録ヘッドからインクを吐出する工程と
を有することを特徴とするインクジェット記録方法。
【請求項３】
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　前記インク吸収体は記録媒体を支持するためのプラテンに設けられ、前記凝集阻害液付
与工程は、前記プラテンに支持された前記記録媒体の外側の領域に記録ヘッドから前記凝
集阻害液を吐出することによって行われ、前記記録媒体の外側の領域に吐出される凝集阻
害液は前記インク吸収体に受容されることを特徴とする請求項１または２に記載のインク
ジェット記録方法。
【請求項４】
　前記インク吸収体は記録媒体を支持するためのプラテンに設けられ、前記凝集阻害液付
与工程は、前記プラテンに支持された前記記録媒体の端部より外側の領域と当該端部より
内側の領域とを含む記録媒体の端部近傍に記録ヘッドから前記凝集阻害液を吐出すること
によって行われ、前記記録媒体の外側の領域に吐出される凝集阻害液は前記インク吸収体
に受容されることを特徴とする請求項１または２に記載のインクジェット記録方法。
【請求項５】
　前記記録媒体の外側の領域に吐出される前記凝集阻害溶液の量は、前記記録媒体の内側
の領域に吐出される凝集阻害液の量よりも多いことを特徴とする請求項４に記載のインク
ジェット記録方法。
【請求項６】
　前記凝集阻害液付与工程は、前記インク吐出工程を実行するための前記記録ヘッドの走
査中に実行されることを特徴とする請求項１乃至５のいずれかに記載のインクジェット記
録方法。
【請求項７】
　前記凝集阻害液付与工程を実施した後、前記記録ヘッドを前記記録媒体に対して相対的
に走査させることにより前記インク吐出工程を実施することを特徴とする請求項１または
２に記載のインクジェット記録方法。
【請求項８】
　色材を含有するインクを記録ヘッドから吐出することによって、記録媒体に画像を形成
するインクジェット記録方法であって、
　前記記録媒体の外側に吐出されるインクを受けるためのインク吸収体に対して、前記色
材同士の接触を防止する立体障害効果により前記色材の凝集を抑制するための凝集阻害液
を付与する工程と、
　前記色材の凝集を促進するための反応液を、前記記録媒体に付与する工程と、
　前記記録媒体に前記ヘッドからインクを吐出する工程と
を有することを特徴とするインクジェット記録方法。
【請求項９】
　色材を含有するインクを記録ヘッドから吐出することによって記録媒体に画像を記録す
るインクジェット記録装置であって、
　前記記録媒体の少なくとも１つの端部に余白を設けずに記録を行う際に、前記記録媒体
の外側に吐出されるインクを受けるためのインク吸収体と、
　前記インク吸収体に対して、前記色材同士の接触を防止する立体障害効果により前記色
材の凝集を抑制するための凝集阻害液を付与する手段とを具備することを特徴とするイン
クジェット記録装置。
【請求項１０】
　色材を含有するインクを記録ヘッドから吐出することによって、記録媒体に画像を記録
するインクジェット記録装置であって、
　記録媒体の少なくとも１つの端部に余白を設けずに記録を行う際に、前記記録媒体の外
側に吐出されるインクを受けるためのインク吸収体と、
　前記インク吸収体に対して、前記色材同士の接触を防止する立体障害効果により前記色
材の凝集を抑制するための凝集阻害液を付与する手段と、
　前記色材の凝集を促進するための反応液を、前記記録媒体に付与する手段とを具備する
ことを特徴とするインクジェット記録装置。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、所定の条件で凝集する性質を有する色材を用い、これを記録媒体に付与する
ことによって画像を形成するインクジェット記録装置に関する。特に、記録媒体に余白を
設けずに記録を行う、いわゆる「余白無し記録」を実現するためのインクジェット記録方
法および記録装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　コンピュータやワードプロセッサ、複写機などのＯＡ機器の発展に伴い、これらの機器
の情報を出力するための記録装置も数多く提供されている。中でも、インクジェット記録
方式を採用した記録装置は、記録ヘッドのコンパクト化が容易であり、高精細な画像を高
速で記録でき、普通紙に特別の処理を必要とせずに記録することが出来る。また、ランニ
ングコストが安く、騒音が少なく、しかも多色のインクを使用してフルカラー画像を記録
することが比較的容易に実現できる等、様々な利点を有している。よって、今やパーソナ
ルユーザを含めた、幅広く市場に普及している。
【０００３】
　このような普及は、インクジェット記録装置に対する様々な要求をユーザから生み出す
ことにも繋がる。特に近年では、発色性の高い状態のまま、耐水性や耐光性のような強い
画像堅牢性を求める声が高まりつつある。画像堅牢性を高めるためには、専用紙としての
記録媒体に工夫を加えることも１つである。しかし、普通紙を含む様々な種類の記録媒体
であっても、安定して高い画像堅牢性を維持するためには、インク自体に上記目的を達成
させるための特徴を持たせることがより有効である。よって、このようなインクの開発、
およびその適用方法などが、近年数多く提案されている。
【０００４】
　例えば、特許文献１においては、従来一般的に用いられてきた染料インクに加えて、顔
料を色材として含有するインクの開発およびこれを用いた種々の記録方法が開示されてい
る。顔料を含有するインクは、染料を色材として含有するインクに比べて、色材が凝集し
た状態で記録媒体の表面に留まりやすい。よって、色材の発色性が充分に発揮され、また
、太陽光線やオゾンによる褪色も起こり難いなどの特徴を有している。上記文献によれば
、このような顔料インクの優位点と、染料インクの優位点と併用して活用するために、記
録媒体の種類や出力する画像の種類に応じて、これら種類の異なるインクを使い分ける方
法が開示されている。例えば、顔料ベースの低浸透性のブラックインクと、染料ベースの
高浸透性のカラーインクとを用意しておき、記録媒体の種類や画像の種類に応じて、ブラ
ック画像をブラックインクで記録したり、カラーインクの混色によって記録する内容が記
載されている。また、カラーインクによって下打ちした上にブラックインクを重ねて記録
する記録方法も記載されている。
【０００５】
　また、発色性や画像堅牢性を高めるための別の方法として、色材を含有する着色インク
と反応して色材を不溶化または凝集させる反応液を用いる構成も、いくつか提案されてい
る。例えば、特許文献２においては、記録前の記録媒体上に、カルボキシメチルセルロー
ス、ポリビニルアルコール、ポリ酢酸ビニル等のポリマーの溶液を付与し、その後、着色
インクを記録する方法が開示されている。また、特許文献３には、１分子当り２個以上の
カチオン性基を有する有機化合物を含有する液体を記録媒体に付与した後、アニオン染料
を含有した着色インクを記録する方法が開示されている。特許文献４には、コハク酸等を
含有した酸性液体を記録媒体に付与した後に、着色インクを記録する方法が開示されてい
る。特許文献５には、染料を不溶化する液体を、当該染料を含有した着色インクの記録前
に付与する方法が開示されている。特許文献６には、多価金属イオンが含有された反応液
を、着色インクの記録前に付与する方法が開示されている。
【０００６】
　更に、特許文献７、特許文献８、特許文献９、特許文献１０、特許文献１１、特許文献
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１２、および特許文献１３においては、互いに相互反応を起こすブラックインクとカラー
インクの着色インクのセットが開示されている。ここでは、カラーインクの少なくとも１
つがブラックインクと相互反応性を示し、他のインクがブラックインクと非反応性を示す
内容が開示されている。
【０００７】
　以上列挙した反応液を用いる方法は、いずれも色材を有する着色インクと化学反応を起
こすことによって、これを凝集させるところに特徴がある。すなわち、近年のインクジェ
ット記録装置は、顔料、染料を問わず、また、凝集を引き起こすために反応液を必要とす
るか否かに問わず、色材を凝集させた状態で記録媒体表面に残留・定着させる。これによ
って、好適な発色性や画像堅牢性を実現していることが多い。
【０００８】
　一方、インクジェット記録装置に対しては、銀塩写真に見合う画像品位や取り扱いも求
められており、近年では、記録媒体の最端部にまで画像を記録する、いわゆる「余白なし
記録」を実現するものも多く提供されて来ている。
【０００９】
　従来、インクジェット記録装置において、記録媒体の最端部にまで画像を形成すること
は、記録装置に大きなリスクをかけることになっていた。最端部からはみ出したインクが
記録装置内部を汚染したり、汚染された記録装置に新たな記録媒体が搬送されてきたとき
に、これを２次的に汚染してしまったりなど、様々な弊害が生じるからである。また、記
録媒体の最端部までインクを吸収させることにより、記録媒体の搬送精度が低下し、記録
媒体が装置内に詰まってしまうなどの問題も生じやすくなるからである。
【００１０】
　しかしながら、上記問題を克服し「余白なし記録」を実現するための構成および方法は
、例えば特許文献１４や特許文献１５などによって既に提案されている。特許文献１６に
よれば、記録媒体の側端部に対する「余白なし記録」を実現するための構成として、「媒
体の搬送方向と直交する方向に対し、記録媒体の大きさに応じて移動可能に設けられ、上
記記録媒体の側端部より内側に設けられた案内手段と、該案内手段の記録媒体の搬送方向
と直角な方向の外側に、該案内手段と隣接して設けられてなる、記録ヘッドからのインク
を受容するインク受け手段を有するインクジェット記録装置」が開示されている。すなわ
ち、様々な幅を有する記録媒体に「ふちなし記録」を実施する場合であっても、記録媒体
の側端部からはみ出して吐出されたインクはインク受け手段によって収容されることによ
り、装置内部の汚染は極力抑えられる構成となっている。
【００１１】
　また、特許文献１７においては、記録媒体の先端部および後端部に対する「ふちなし記
録」を実現するための構成が開示されている。同文献によれば、記録媒体の記録時の位置
を規制するプラテン面に穴を設け、記録媒体の先端あるいは後端を印刷する際に、端部か
ら外れて打ち捨てられたインクを当該穴に導くような構成が開示されている。そして、こ
の穴の中に不要となったインクを吸収するための吸収体を設置する内容も記載されている
。いずれにせよ、記録媒体の最端部からはみ出して吐出されたインクを、機内を汚染せず
に収容する仕組みが、「余白なし記録」の重要な課題の１つとなっている。
【００１２】
【特許文献１】特開平１１－２２７２２９号公報
【特許文献２】特開昭５６－８９５９５号公報
【特許文献３】特開昭６３－２９９７１号公報
【特許文献４】特開昭６４－９２７９号公報
【特許文献５】特開昭６４－６３１８５号公報
【特許文献６】特開平５－２０２３２８号公報
【特許文献７】特開平６－１０６８４１号公報
【特許文献８】特開平９－１１８５０号公報
【特許文献９】特開平１１－３３４１０１号公報



(5) JP 4642641 B2 2011.3.2

10

20

30

40

50

【特許文献１０】特開平１１－３４３４４１号公報
【特許文献１１】米国特許第５，４２８，３８３号明細書
【特許文献１２】米国特許第５，４８８，４０２号明細書
【特許文献１３】米国特許第５，９７６，２３０号明細書
【特許文献１４】特開平１０－１２８９６４号公報
【特許文献１５】特開２０００－３５１２０５号公報
【特許文献１６】特開平１０－１２８９６４号公報
【特許文献１７】特開２０００－３５１２０５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　しかしながら、インクジェット記録装置において、上述した様な色材の凝集を促すイン
クを用いて「余白なし記録」を実行した場合、新たな不具合が生じてしまうことが確認さ
れた。以下に、その内容を説明する。
【００１４】
　凝集する性質を有するインクを用いた場合には、一般的な染料インクのように、速やか
な吸収は行われ難くなる。このようなインクは、色材が染料の様に水に溶解してイオン化
しているのではなく、溶液中に分散している状態であり、吸収体に付着しても水分が吸収
されていくような速やかな吸収は起こらないからである。以下に、凝集する性質を有する
インク例として顔料インクを用い、この顔料インクと染料インクとで「余白なし記録」を
実行する際に、本発明者らが確認した現象とその問題について説明する。
【００１５】
　図１３は、インク吸収体に向けて染料インクを吐出した場合の説明図である。図におい
て、１は記録ヘッドである。記録ヘッド１から吐出されるインクは、従来公知のインクジ
ェット用の水系染料インクである。染料としては、直接染料、酸性染料、塩基性染料等の
水溶性染料等が挙げられる。２はインク吸収体であり、従来公知の多孔質体であれば何れ
も適用することができる。例えば、セルロース、レーヨン、アクリル、ポリウレタン、ポ
リエステル等の繊維を、単独若しくは組み合わせてフィブリル化や親水処理等させたもの
を積層させたものや、多孔質ポリエチレンやメラミンフォーム等が挙げられる。このよう
なインク吸収体２とインクの組み合わせであれば、染料インクは速やかにインク吸収体に
吸収され、図中斜線部で示したように、インクがインク吸収体２の内部へと浸透して行く
。
【００１６】
　図１４は、上記と同様のインク吸収体に顔料インクを吐出した場合の説明図である。顔
料インクとしては、従来公知のインクジェット用の顔料インクであればいずれも適用する
ことが出来る。このような顔料インクとインク吸収体の組み合わせの場合、液媒体等のイ
ンク成分の一部はインク吸収体２に浸透する。しかし、顔料粒子はインク吸収体２上に残
存し、吸収されないインク成分として堆積部を形成する。すなわち、図の斜線部で示した
ように、浸透した部分とインク吸収体上に堆積する部分に分かれてインクが定着する。
【００１７】
　以上では顔料インクを例に説明したが、吸収体におけるこのようなインクの挙動は、色
材が凝集する性質を有するインクであれば、同様に確認できる。たとえば、色材として顔
料を主体としながら、色調整用等の目的で溶解性の高い染料等の色材を含ませて、染料と
顔料とを混在させたインクであっても同様である。また、色材が染料であっても、これと
反応する反応液を用意し、化学反応を起こすことによって、色材の凝集を促すような構成
であっても同様である。
【００１８】
　「余白なし記録」実行時の吸収体や、予備吐パッドにおいては、上述したような吸収体
表面におけるインクの堆積は、記録装置の記録枚数や電源投入時間に応じて増加していく
。そして、吸収体の表面が堆積部で覆われてしまうと、その後吸収体に到着したインク滴
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は、吸収体に受容されることが出来なくなる。結果、吸収体表面で跳ね返ったインクが、
機内を汚染するという弊害も生じる。更に、「ふちなし記録」を多数枚行なった場合には
、インク堆積部が記録媒体の搬送経路にまで達し、記録媒体の裏面部を汚染してしまう弊
害も確認されている。また、インク堆積部が記録媒体の搬送経路に突出し、用紙端部が引
っ掛かり、これが搬送不良の原因になることも確認されている。
【００１９】
　以上のような、数々の弊害が発生することにより、凝集する性質を有するインクを用い
たインクジェット記録装置においては、良好な状態での「余白なし記録」を実現すること
が困難な状態であった。
【００２０】
　本発明は上記問題点を解決するためになされたものであり、その目的とするところは、
「余白なし記録」を実施する場合であっても、記録装置内部や記録媒体の裏面等を汚染す
ることなく、良好な画像を出力可能なインクジェット記録装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　そのために本発明においては、色材を含有するインクを記録ヘッドから吐出することに
よって記録媒体に画像を記録するインクジェット記録方法であって、前記記録媒体の外側
に吐出されるインクを受けるためのインク吸収体に対して、前記色材同士の接触を防止す
る立体障害効果により前記色材の凝集を抑制するための凝集阻害液を付与する工程と、前
記記録媒体に向けて前記記録ヘッドからインクを吐出する工程とを有することを特徴とす
る。
【００２２】
　また、色材を含有するインクを記録ヘッドから吐出することによって記録媒体に画像を
記録するインクジェット記録方法であって、前記記録媒体の少なくとも１つの端部に余白
を設けずに記録を行う余白無し記録モードを設定する工程と、前記余白無し記録モードに
おいて前記記録媒体の外側に吐出されるインクを受けるためのインク吸収体に対して、前
記色材同士の接触を防止する立体障害効果により前記色材の凝集を抑制するための凝集阻
害液を付与する工程と、前記記録媒体に向けて前記記録ヘッドからインクを吐出する工程
とを有することを特徴とする。
【００２３】
　また、色材を含有するインクを記録ヘッドから吐出することによって、記録媒体に画像
を形成するインクジェット記録方法であって、前記記録媒体の外側に吐出されるインクを
受けるためのインク吸収体に対して、前記色材同士の接触を防止する立体障害効果により
前記色材の凝集を抑制するための凝集阻害液を付与する工程と、前記色材の凝集を促進す
るための反応液を、前記記録媒体に付与する工程と、前記記録媒体に前記ヘッドからイン
クを吐出する工程とを有することを特徴とする。
【００２４】
　また、色材を含有するインクを記録ヘッドから吐出することによって記録媒体に画像を
記録するインクジェット記録装置であって、前記記録媒体の少なくとも１つの端部に余白
を設けずに記録を行う際に、前記記録媒体の外側に吐出されるインクを受けるためのイン
ク吸収体と、前記インク吸収体に対して、前記色材同士の接触を防止する立体障害効果に
より前記色材の凝集を抑制するための凝集阻害液を付与する手段とを具備することを特徴
とする。
【００２５】
　更にまた、色材を含有するインクを記録ヘッドから吐出することによって、記録媒体に
画像を記録するインクジェット記録装置であって、記録媒体の少なくとも１つの端部に余
白を設けずに記録を行う際に、前記記録媒体の外側に吐出されるインクを受けるためのイ
ンク吸収体と、前記インク吸収体に対して、前記色材同士の接触を防止する立体障害効果
により前記色材の凝集を抑制するための凝集阻害液を付与する手段と、前記色材の凝集を
促進するための反応液を、前記記録媒体に付与する手段とを具備することを特徴とする。
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【発明の効果】
【００２６】
　本発明によれば、吸収体表面における色材の凝集が抑制され、色材が吸収体内部へと速
やかに吸収される。これにより、吸収体表面における色材の堆積は抑制され、これに起因
する弊害が緩和される。従って、「ふちなし記録」を実施する場合であっても、記録装置
内部や記録媒体の裏面等を汚染することなく、良好な状態で画像を出力することが可能と
なる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　以下に、本発明の実施形態を詳細に説明する。 
　図１は、本発明に適用可能なシリアル型のインクジェット記録装置の斜視図である。イ
ンクジェット記録装置１００の給紙位置に挿入された記録媒体１０５は、搬送ローラ１０
６によって矢印Ｐ方向に送られ、記録ヘッド１０４の記録可能領域へ搬送される。記録可
能領域における記録媒体１０５の下部にはプラテン１０７が設けられている。プラテン１
０７は、記録ヘッド１０４によって記録が実行される領域において、記録媒体１０５を下
側から支持している。但し、記録部の真下に位置する部分には穴が開けられており、その
内部には、「余白なし記録」を実行した際にはみ出したインクを吸収するためのインク吸
収体が収められている。記録部における詳細については、後述する。
【００２８】
　キャリッジ１０１は、２つのガイド軸１０２と１０３によって、それらの軸方向に沿う
方向に移動可能となっており、記録領域を主走査方向であるＱ１、Ｑ２方向に往復走査す
る。キャリッジ１０１には記録ヘッド１０４が搭載されている。記録ヘッド１０４には、
複数色のインク（ＫＣＭＹ）を吐出可能な吐出口群、インク中に含有される色材の凝集を
抑制する凝集阻害液（Ｐ）を吐出する吐出口群、インク中に含有される色材の凝集を促進
する反応液（Ｓ）を吐出する吐出口群が配列されている。これら吐出口群は、図において
吐出口は下側を向いている。更に、記録ヘッド１０４には、各色インク吐出口群へ供給さ
れる各色のインクを収容するインクタンク、凝集阻害液吐出口群へ供給される凝集阻害液
を収容する凝集阻害液タンク、反応液吐出口群へ供給される反応液を収容する反応液タン
クを含む構成となっている。そして、キャリッジ１０１がＱ１またはＱ２方向に走査しな
がら記録ヘッド１０４から少なくともインクを吐出して記録媒体上に画像記録を行う主走
査と、記録媒体１０５を所定量ずつ搬送する副走査とを交互に繰り返す。これにより、記
録媒体に順次画像が形成されていく。なお、主走査においては，必要に応じて記録ヘッド
１０４から凝集阻害液や反応液も吐出される。１０８は、スイッチ部及び表示部である。
スイッチ部は記録装置の電源のオン／オフや各種記録モード（例えば、後述する余白無し
記録モード）の設定等に使用され、表示部は記録装置の状態を表示する。
【００２９】
　図２は、図１で説明したインクジェット記録装置１００の制御系の構成を説明するため
のブロック図である。図において、ホストコンピュータ１４０は記録装置１００と接続さ
れ、記録装置へ転送する画像データを生成するものである。ホストコンピュータ１４０の
オペレーティングシステムで動作するプログラムとしてアプリケーションやプリンタドラ
イバがある。アプリケーションは記録装置で使用される画像データを作成する処理を実行
する。この画像データもしくはその編集等がなされる前のデータは、種々の媒体を介して
ＰＣに取り込むことができる。これらの取り込まれたデータは、ホストコンピュータのモ
ニタに表示されてアプリケーションを介した編集、加工等がなされ、例えば画像データＲ
、Ｇ、Ｂが作成される。そして、印刷の指示に応じてこの画像データがプリンタドライバ
に渡される。プリンタドライバでは、受け取ったＲＧＢの画像データを、このデータが表
す色を再現するインクの組み合わせ、すなわちシアン、マゼンタ、イエロー、ブラックに
対応した色分解データに変換する。その後、ＣＭＹＫの色分解データそれぞれについてγ
補正処理、ハーフニング処理等を施し、こうして生成されたＣＭＹＫの多値画像データを
記録装置１００へ転送する。
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【００３０】
　記録装置１００における受信バッファ４０１は、ホストコンピュータ１４０から転送さ
れたＣＭＫＹの多値画像データなどを受信し、これをＣＰＵ４０２に転送する。また、デ
ータが正しく受信されているか否かの情報や、記録装置１００の動作状態を知らせる情報
も、受信バッファ４０１を介してホストコンピュータ１４０に通知される。ＣＰＵ４０２
は記録装置内の各部を制御する役割を果たす。受信バッファ４０１が受信したＣＭＹＫの
多値画像データは、ＣＰＵ４０２の管理下においてＣＭＹＫの２値画像データに変換され
、そのメモリ部４０３に転送され、これら画像データを一時的に格納する。このメモリ部
４０３には、インクジェット記録装置で行われる記録動作や回復動作等を制御するための
制御プログラム等も格納されている。
【００３１】
　ところで、本記録装置においては必要に応じて反応液（Ｓ）が使用される。反応液（Ｓ
）の使用目的はインク中に含有される色材を凝集させることであるから、少なくともイン
クが付与される箇所に付与されればよい。そこで、反応液を用いる場合にあっては、ＣＭ
ＹＫの２値画像データの論理和から反応液用の２値吐出データを生成し、それをメモリ部
４０３に格納する形態が好適である。また、反応液が記録媒体に着弾するとある程度広が
ることを鑑みれば、インクが付与される位置の全てに反応液を付与する必要は必ずしもな
い。例えば、特許第３２２７３３９号公報に開示されるように、インクが付与される位置
の一部分に反応液を付与すべく、ＣＭＹＫの２値画像データの論理和データを間引いて反
応液用の２値吐出データを生成し、それをメモリ部４０３に格納する形態であってもよい
。更には、記録媒体全面に反応液を吐出する形態であってもよく、この形態の場合にあっ
ては、記録媒体全面に対応する反応液の２値吐出データを予め作成しておき、この２値吐
出データをメモリ部４０３に予め格納しておくことになる。
【００３２】
　凝集阻害液（Ｐ）は、後述するようにインク吸収体に付与されればよい。従って、イン
ク吸収体に付与できる吐出データを予め作成しておき、この吐出データをメモリ部４０３
に予め格納しておくことが好適である。
【００３３】
　機械コントロール部４０４は、ＣＰＵ４０２の指令により、キャリッジモータや搬送モ
ータ等の機械部４０５を駆動制御する。センサ／ＳＷコントロール部４０６は、各種セン
サやＳＷ（スイッチ）からなるセンサ／ＳＷ部４０７からの信号を、ＣＰＵ４０２に転送
する。表示素子コントロール部４０８は、ＣＰＵ４０２からの指令により、表示パネル群
のＬＥＤや液晶表示素子等からなる表示部４０９を制御する。記録ヘッドコントロール部
４１０は、ＣＰＵ４０２からの指令により、記録ヘッド１０４を制御する。また、記録ヘ
ッドコントロール部４１０は、記録ヘッド１０４の状態を示す温度情報等を検出して、そ
れらをＣＰＵ４０２に転送する。
【００３４】
　図３は、本実施形態に適用可能なインクジェット記録ヘッドの要部を模式的に示した概
略斜視図である。図において、９３４は基板であり、本実施形態においては、ガラス、セ
ラミックス、プラスチック或いは金属等から構成されている。但し、このような基板の材
質は、本発明の本質ではなく、流路構成部材の一部として機能し、インク吐出エネルギ発
生素子、及び後述する液流路、吐出口を形成する材料層の支持体として、機能し得るもの
であれば特に限定されるものではない。本実施形態では、Ｓｉ基板（ウエハ）を用いた場
合として説明する。
【００３５】
　基板９３４上にはインク吐出口が形成される。その方法としては、レーザー光による形
成方法の他、例えば、後述するオリフィスプレート（吐出口プレート）９３５を感光性樹
脂として、ＭＰＡ（Ｍｉｒｒｏｒ　ＰｒｏｊｅｃｔｉｏｎＡｌｉｎｅｒ）等の露光装置を
用いる方法であってもよい。
【００３６】
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　基板９３４には、複数の電気熱変換素子（以下、ヒータと記述する場合がある）９３１
や、共通液室部としての長溝状の貫通口からなるインク供給口９３３が形成されている。
熱エネルギ発生手段である複数のヒータ９３１は、インク供給口９３３の長手方向の両側
に、それぞれ例えば６００ｄｐｉ（ドット／インチ）に相当する間隔で配置されている。
２つの列は、ｙ方向において互いに半ピッチずれた状態になっており、結果的にこの２列
でｙ方向に１２００ｄｐｉの密度でドットを記録することが可能な構成となっている。
【００３７】
　基板９３４の上には、各ヒータに対応した位置にインクを導くためのインク流路壁９３
６が設けられている。更にインク流路壁９３６の上には、各ヒータに与えられたエネルギ
によって、インク滴が吐出するための吐出口８３２を備えるオリフィスプレート９３５が
設けられている。オリフィスプレート９３５の吐出口面側（９３５ａ）は、撥水処理が施
されている。それぞれのヒータ９３１には、１０ＫＨｚの駆動周波数で電圧パルスが印加
され、各吐出口からは、約１００μｓ毎に吐出を行うことが可能となっている。
【００３８】
　図４～１１は、実際の吐出動作を経時的に説明するためのヘッド断面図である。ここで
は、図３で説明した記録ヘッドの、Ｘ－Ｘ断面図として示している。
【００３９】
　図４は、ヒータ９３１に電圧パルスを印加し、ここに膜状の気泡が生成した状態を示し
ている。図５は、図４で示した状態の約１μｓ後、図６は約２μｓ後、図７は約３μｓ後
、図８は約４μｓ後、図９は約５μｓ後、図１０は約６μｓ後、図１１は約７μｓ後の状
態をそれぞれ示している。尚、以下の説明において、「落下」、「落とし込み」または「
落ち込み」とは、いわゆる重力方向への落下という意味ではなく、ヘッドの取り付け方向
によらず、電気熱変換素子の方向への移動を示すものとする。
【００４０】
　記録信号に基づいた通電が開始されると、ヒータ９３１上の液流路１３３８内には、気
泡１００１が生成される。気泡１００１は、１μｓ後には図５、２μｓ後には図６に示す
ように、急激な体積膨張を遂げる。気泡１００１が最大体積になった時、その高さは吐出
口面９３５ａを上回る。この時の気泡１００１の圧力は、大気圧の数分の１から１０数分
の１となっている。
【００４１】
　気泡１００１の生成から約２μｓ後の時点で、気泡１００１は体積減少に転じ、ほぼ同
時にメニスカス１００２の形成も始まる。メニスカス１００２は、図７に示したように、
ヒータ９３１側への方向に後退してゆく。
【００４２】
　メニスカス１００２の落下速度は、気泡１００１の収縮速度よりも速い。よって、気泡
の生成から約４μｓ後の時点で気泡１００１が吐出口８３２の下面近傍で大気に連通する
（図８）。同時に、吐出口８３２の中心軸近傍のインクＩａは、ヒータ９３１に向かって
落ち込んで行く。これは、大気に連通する前の気泡１００１の負圧によってヒータ９３１
側に引き戻されたインクＩaが、気泡１００１の大気連通後も、慣性によってヒータ９３
１面方向の速度を保持しているからである。
【００４３】
　ヒータ９３１側に向かって落ち込んで行ったインクＩaは、気泡１００１の生成から約
５μｓ後の時点でヒータ９３１の表面に到達する（図９）。そして、その後も、ヒータ９
３１の表面を覆うように拡がって行く（図１０）。ヒータ９３１の表面を覆うように拡が
ったインクは、ヒータ９３１の表面に沿った水平方向のベクトルを有するが、ヒータ９３
１の表面に垂直な方向のベクトルは消滅し、ヒータ９３１の表面に留まろうとする。そし
て、これよりも上側の液体、即ち吐出方向の速度ベクトルを保つ液体に対し、下方向に引
く力が働く。
【００４４】
　その後、ヒータ９３１の表面に拡がったインクと、上側のインク（主滴）との間の部分
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Ｉｂが細くなってゆき、気泡１００１の生成から約７μｓ後の時点で、ヒータ９３１の表
面の中央で液体部分Ｉｂが切断される（図１１）。そして、吐出方向の速度ベクトルを保
つ主滴Ｉaと、ヒータ９３１の表面上に拡がったインクＩｃとに分離される。Ｉｂの切断
位置は、液流路１３３８内部が好ましいが、より望ましくは、吐出口８３２よりも電気熱
変換素子９３１側が良いとされる。
【００４５】
　このように生成された主滴Ｉａは、吐出方向に偏りがない状態で、吐出口８３２の中央
部分から吐出され、記録媒体の被記録面の目標の位置に着弾される。一方、ヒータ９３１
の表面上に拡がったインクＩｃは、ヒータ９３１の表面上に留まり、吐出されることはな
い。
【００４６】
　次に、本実施形態で適用可能な顔料インクについて説明する。但し、本発明は、以下に
例示する顔料インクを適用することに限定されるものではない。
【００４７】
　本実施形態で使用される顔料インクの顔料は、顔料インクの全重量に対して、重量比で
１～２０重量％、好ましくは２～１２重量％の範囲で用いられる。ブラック顔料としては
、カーボンブラックが挙げられ、例えば、ファーネス法、チャネル法で製造されたカーボ
ンブラックであって、一次粒子径が１５～４０ｍμ（ｎｍ）、ＢＥＴ法による比表面積が
５０～３００ｍ２／ｇ、ＤＢＰ吸油量が４０～１５０ｍｌ／１００ｇ、揮発分が０．５～
１０％、ｐＨ値が２～９等の特性を有するものが好ましく適用できる。この様な特性を有
する市販品としては、例えば、Ｎｏ．２３００、Ｎｏ．９００、ＭＣＦ８８、Ｎｏ．３３
、Ｎｏ．４０、Ｎｏ．４５、Ｎｏ．５２、ＭＡ７、ＭＡ８、Ｎｏ．２２００Ｂ（以上、三
菱化成製）、ＲＡＶＥＮ１２５５（以上、コロンビア製）、ＲＥＧＡＬ４００Ｒ、ＲＥＧ
ＡＬ３３０Ｒ、ＲＥＧＡＬ６６０Ｒ、ＭＯＧＵＬ　Ｌ（以上キャボット製）、Ｃｏｌｏｒ
　Ｂｌａｃｋ　ＦＷｌ、ＣＯＬＯＲ　Ｂｌａｃｋ　ＦＷ１８、Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌａｃｋ　
Ｓ１７０、Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌａｃｋ　Ｓ１５０、Ｐｒｉｎｔｅｘ　３５、Ｐｒｉｎｔｅｘ
　Ｕ（以上、デグッサ製）等が挙げられる。
【００４８】
　また、イエローの顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１
、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　２、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ
　３、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１３、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌ
ｌｏｗ　１６、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　８３等が挙げられる。
【００４９】
　更に、マゼンタの顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　５、Ｃ．
Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　７、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　１２、Ｃ．Ｉ．Ｐ
ｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　４８（Ｃａ）、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　４８（Ｍｎ）
、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　５７（Ｃａ）、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　
１１２、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　１２２等が挙げられる。
【００５０】
　更に、シアンの顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１、Ｃ．
Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　２、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　３、Ｃ．Ｉ．
Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５：３、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１６、Ｃ．
Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　２２、Ｃ．Ｉ．Ｖａｔ　Ｂｌｕｅ　４、Ｃ．Ｉ．Ｖａｔ
　Ｂｌｕｅ　６等が挙げられる。なお、以上の他、自己分散型顔料など新たに製造された
顔料も、勿論、使用することは可能である。
【００５１】
　顔料の分散剤としては、水溶性樹脂であればどの様なものでもよい。但し、重量平均分
子量が１，０００～３０，０００の範囲のものが好ましく、更に３，０００～１５，００
０の範囲のものであればより好ましい。具体的には、スチレン、スチレン誘導体、ビニル
ナフタレン、ビニルナフタレン誘導体、α，β－エチレン性不飽和カルボン酸の脂肪族ア
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ルコールエステル等、アクリル酸、アクリル酸誘導体、マレイン酸、マレイン酸誘導体、
イタコン酸、イタコン酸誘導体、フマール酸、フマール酸誘導体、酢酸ビニル、ビニルピ
ロリドン、アクリルアミド、及びその誘導体等から選ばれた少なくとも２つ以上の単量体
（このうち少なくとも１つは親水性の重合性単量体）からなるブロック共重合体、或いは
、ランダム共重合体、グラフト共重合体、又はこれらの塩等が挙げられる。更に、ロジン
、シェラック、デンプン等の天然樹脂も、好ましい状態で使用することができる。これら
の樹脂は、塩基を溶解させた水溶液に可溶であり、アルカリ可溶型樹脂である。尚、これ
らの顔料分散剤として用いられる水溶性樹脂は、顔料インクの全重量に対して０．１～５
重量％の範囲で含有させるのが好ましい。
【００５２】
　上記した顔料が含有されている顔料インクの場合には、顔料インクの全体が中性又はア
ルカリ性に調整されていることが好ましい。この様なものとすれば、顔料分散剤として使
用される水溶性樹脂の溶解性を向上させ、長期保存性に一層優れた顔料インクとすること
ができるからである。但し、この場合、インクジェット記録装置に使われている種々の部
材の腐食の原因となる恐れがあるので、出来れば、７～１０のｐＨ範囲に調整されている
ことが望まれる。この際に使用されるｐＨ調整剤としては、例えば、ジエタノールアミン
、トリエタノールアミン等の各種有機アミン、水酸化ナトリウム、水酸化リチウム、水酸
化カリウム等のアルカリ金属の水酸化物等の無機アルカリ剤、有機酸や鉱酸等が挙げられ
る。上記した顔料及び分散剤である水溶性樹脂は、水性液媒体中に分散又は溶解される。
【００５３】
　本実施形態の顔料インクにおいて、好適に用いられる水性液媒体は、水及び水溶性有機
溶剤の混合溶媒である。この場合、水としては種々のイオンを含有する一般の水ではなく
、イオン交換水（脱イオン水）を使用することが好ましい。
【００５４】
　水と混合して使用される水溶性有機溶剤としては、例えば、メチルアルコール、エチル
アルコール、ｎ－プロピルアルコール、イソプロピルアルコール、ｎ－ブチルアルコール
、ｓｅｃ－ブチルアルコール、ｔｅｒｔ－ブチルアルコール等の炭素数１～４のアルキル
アルコール類；ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミド等のアミド類；アセトン、
ジアセトンアルコール等のケトン又はケトアルコール類；テトラヒドロフラン、ジオキサ
ン等のエーテル類；ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール等のポリアルキ
レングリコール類；エチレングリコール、プロピレングリコール、ブチレングリコール、
トリエチレングリコール、１，２，６－ヘキサントリオール、チオジグリコール、ヘキシ
レングリコール、ジエチレングリコール等のアルキレン基が２～６個の炭素原子を含むア
ルキレングリコール類；グリセリン；エチレングリコールモノメチル（又はエチル）エー
テル、ジエチレングリコールメチル（又はエチル）エーテル、トリエチレングリコールモ
ノメチル（又はエチル）エーテル等の多価アルコールの低級アルキルエーテル類；Ｎ－メ
チル－２－ピロリドン、２－ピロリドン、１，３－ジメチル－２－イミダゾリジノン等が
挙げられる。これらの多くの水溶性有機溶剤の中でも、ジエチレングリコール等の多価ア
ルコール、トリエチレングリコールモノメチル（又はエチル）エーテル等の多価アルコー
ルの低級アルキルエーテルがより好ましく適用できる。
【００５５】
　上記した水溶性有機溶剤の顔料インク中の含有量は、一般的には、顔料インクの全重量
の３～５０重量％の範囲、より好ましくは３～４０重量％の範囲で使用する。又、使用さ
れる水の含有量としては、顔料インクの全重量の１０～９０重量％、好ましくは３０～８
０重量％の範囲とする。
【００５６】
　又、本実施形態の顔料インクとしては、上記の成分の他に、必要に応じて所望の物性値
を持つ顔料インクとする為に、界面活性剤、消泡剤、防腐剤等を適宜に添加することがで
きる。特に浸透促進剤として機能する界面活性剤は、記録媒体に顔料インクの液体成分を
速やかに浸透させる役割を担うための適量を添加することが強く望まれる。添加量として
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は、０．０５～１０重量％、更には０．５～５重量％がより好適である。アニオン性界面
活性剤の例としては、カルボン酸塩型、硫酸エステル型、スルホン酸塩型、燐酸エステル
型等、一般に使用されているものを何れも好ましく使用することができる。
【００５７】
　上記した顔料インクの作製方法としては、始めに、分散剤としての水溶性樹脂と、水と
が少なくとも含有された水性媒体に上記顔料を添加し、混合撹拌する。その後、後述の分
散手段を用いて分散を行い、必要に応じて遠心分離処理を行って所望の分散液を得る。次
に、この分散液にサイズ剤、及び、上記で挙げた様な適宜に選択された添加剤成分を加え
撹拌して顔料インクとする。
【００５８】
　尚、分散剤としてアルカリ可溶型樹脂を使用する場合には、樹脂を溶解させる為に塩基
を添加することが要される。この際の塩基類としては、モノエタノールアミン、ジエタノ
ールアミン、トリエタノールアミン、アミンメチルプロパノール、アンモニア等の有機ア
ミン、或いは水酸化カリウム、水酸化ナトリウム等の無機塩基が好ましく適用できる。
【００５９】
　又、顔料が含有されている顔料インクの作製方法においては、顔料を含む水性媒体を攪
拌し、分散処理する前に、プレミキシングを３０分間以上行うのが効果的である。何故な
ら、この様なプレミキシング操作は、顔料表面の濡れ性を改善し、顔料表面への分散剤の
吸着を促進することができるからである。
【００６０】
　上記した顔料の分散処理の際に使用される分散機は、一般に使用される分散機なら、如
何なるものでもよいが、例えば、ボールミル、ロールミル及びサンドミル等が挙げられる
。その中でも、高速型のサンドミルが好ましく使用される。この様なものとしては、例え
ば、スーパーミル、サンドグラインダー、ビーズミル、アジテータミル、グレンミル、ダ
イノーミル、パールミル及びコボルミル（何れも商品名）等が挙げられる。
【００６１】
　又、一般に顔料インクを適用するインクジェット記録装置においては、吐出口の目詰り
を極力防止するために、最適な粒度分布を有する顔料を選択し、これを適用する。この際
、所望の粒度分布を得るための方法としては、分散機の粉砕メディアのサイズを小さくす
る、粉砕メディアの充填率を大きくする、処理時間を長くする、吐出速度を遅くする、粉
砕後フィルタや遠心分離機等で分級する等の手法を採用することが出来る。また、これら
の手法を組合せて適用することも出来る。
【００６２】
　次に、上記顔料インクと反応するための、本実施形態で適用可能な反応液について説明
する。本明細書において、反応液とは、インクに含有される色材を凝集させるように働く
成分を有する液体と定義する。よって、例えば電気的斥力により分散されている顔料を含
有した顔料インクを用いる場合、反応液は、この電気的斥力を消失させる反応成分である
、多価金属塩を含んでいることが好適である。多価金属塩とは、二価以上の多価金属イオ
ンとこれら多価金属イオンに結合する陰イオンとから構成される。多価金属イオンの具体
例としては、Ｃａ２＋、Ｃｕ２＋、Ｎｉ２＋、Ｍｇ２＋、Ｚｎ２＋などの二価金属イオン
、そしてＦｅ３＋、Ａｌ３＋などの三価金属イオンが挙げられる。また陰イオンとしては
、Ｃｌ－、ＮＯ３－、ＳＯ４－などが挙げられる。瞬時に反応させて凝集膜を形成するた
めに、反応液中の多価金属イオンの総電荷濃度は、着色顔料インク中の逆極性イオンの総
電荷濃度の２倍以上であることが望ましい。
【００６３】
　反応液に使用できる水溶性有機溶剤としては、例えば、ジメチルホルムアミド、ジメチ
ルアセトアミド等のアミド類、アセトン等のケトン類、テトラヒドロフラン、ジオキサン
等のエーテル類、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール等のポリアルキレ
ングリコール類、エチレングリコール、プロピレングリコール、ブチレングリコール、ト
リエチレングリコール、１，２，６－ヘキサントリオール、チオジグリコール、ヘキシレ
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ングリコール、ジエチレングリコール等のアルキレングリコール類、エチレングリコール
メチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、トリエチレングリコールモ
ノメチルエーテル等の多価アルコールの低級アルキルエーテル類、エタノール、イソプロ
ピルアルコール、ｎ－ブチルアルコール、イソブチルアルコール等の１価アルコール類の
他、グリセリン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、１，３－ジメチル－イミダゾリジノン、
トリエタノールアミン、スルホラン、ジメチルサルホキサイド等が挙げられる。本発明に
おける反応液中における上記水溶性有機溶剤の含有量については特に制限はないが、反応
液全重量の５～６０重量％、更に好ましくは、５～４０重量％が好適な範囲である。
【００６４】
　又、反応液には、更にこの他、必要に応じて、粘度調整剤、ｐＨ調整剤、防腐剤、酸化
防止剤などの添加剤を適宜配合してもかまわない。但し、浸透促進剤として機能する界面
活性剤の選択と添加量は、記録媒体に対する反応液の浸透性を抑制する上で注意が必要で
ある。さらに反応液は、無色であることがより好ましいが、記録媒体上でインクと混合さ
れた際に、各着色インクの色調を変えない範囲の淡色のものであってもよい。更に、以上
の様な反応液の各種物性の好適な範囲としては、２５℃付近での粘度が１～３０ｃｐｓ．
の範囲となる様に調整されたものが好ましい。
【００６５】
　次に、本実施形態で適用可能な凝集阻害材について説明する。図１６は、凝集阻害材に
よる立体障害効果についての説明図である。図１６（ａ）に示されるように、色材（顔料
）は液体中で電気的斥力により分散している。顔料インクが記録ヘッドにより吐出あるい
は排出される前、すなわち、顔料が液体中に存在している際には、図１６（ａ）の状態が
保たれている。顔料インクが記録ヘッドによりインク吸収体に吐出されると、液体の浸透
や蒸発により液体の誘電率が低くなり、顔料粒子の電気的斥力は小さくなる。そのため電
気的斥力よりもVan der Waars力による引力が強くなり、顔料は吸収体表面付近に凝集し
て留まる（図１６（ｂ））が、液体は吸収体内部へ浸透していき、これにより固液分離が
なされる。
【００６６】
　そこで、本実施形態では、顔料粒子同士の接触を阻害するような作用（以下、立体障害
効果ともいう）を示す凝集阻害材を利用して、インク吸収体上での色材の凝集を抑制し、
インク吸収体上でのインク堆積を軽減している。具体的には、図１６（ｃ）に示されるよ
うに、顔料粒子の表面に吸着し、顔料粒子同士の接触を阻害するような働きをする凝集阻
害材を用意し、この凝集阻害材を所定のタイミングでインク吸収体に付与する。これによ
り、顔料インクがインク吸収体に付与されても、顔料粒子の表面に凝集阻害材が吸着し、
これにより顔料粒子同士の接触が阻害される。従って、顔料は液体の浸透や蒸発に依存せ
ずに安定して分散状態を保つことができ、顔料粒子同士の凝集が起こりにくくなり、イン
ク吸収体上でのインク堆積が起こりにくくなる。
【００６７】
　以上のように本実施形態では、立体障害効果によって色材粒子を分散させる効力を有す
る材料を、凝集阻害材として適用することが出来る。適用可能な材料例としては、ノニオ
ン性界面活性剤ＢＣ４０（日光ケミカル製）、ＢＣ２０（日光ケミカル製）などが挙げら
れる。特にエチレンオキサイド基が５個以上のノニオン性界面活性剤は、効果的に利用す
ることができる。
【００６８】
　一方、反応系のインクを用いる場合には、反応液に含有されている多価金属塩が、イン
ク中に多価イオンとして溶解出来ない状態にすることでも、色材の反応・凝集を抑制する
ことができる。この場合の材料例としては、水酸化ナトリウム、水酸化リチウム、水酸化
マグネシウムなどのアルカリ性水溶液などを利用することができる。更に、特定金属をマ
スキングするキレート剤を利用することも出来る。キレート剤としては、ＥＤＴＡ（エチ
レンジアミンテトラ四酢酸）、ＮＴＡ（ニトリロ三酢酸）、ＵＤＡ（ウラミル二酢酸）な
どを挙げることが出来る。
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【００６９】
　但し、本発明で適用可能な凝集阻害材としては、上述した立体障害効果を有するものや
、反応液の多価金属塩を溶解させないような特徴を有するものに限られることは無い。本
発明の凝集阻害材としては、凝集する傾向にある色材の凝集を結果的に抑制するという役
割が果たされれば有効である。よって、その手段が立体障害効果を利用するものであろう
と、化学反応を利用するものであろうと、他の化学的効果を利用するものであろうと構わ
ない。
【００７０】
　凝集阻害液には、水や水溶性有機溶剤を含有させることができる。水溶性有機溶剤とし
ては、例えば、メチルアルコール、エチルアルコール、ｎ－プロピルアルコール、イソプ
ロピルアルコール、ｎ－ブチルアルコール、ｓｅｃ－ブチルアルコール、ｔｅｒｔ－ブチ
ルアルコール等の炭素数１～４のアルキルアルコール類；ジメチルホルムアミド、ジメチ
ルアセトアミド等のアミド類；アセトン、ジアセトンアルコール等のケトン又はケトアル
コール類；テトラヒドロフラン、ジオキサン等のエーテル類；ポリエチレングリコール、
ポリプロピレングリコール等のポリアルキレングリコール類；エチレングリコール、プロ
ピレングリコール、ブチレングリコール、トリエチレングリコール、１，２，６－ヘキサ
ントリオール、チオジグリコール、ヘキシレングリコール、ジエチレングリコール等のア
ルキレン基が２～６個の炭素原子を含むアルキレングリコール類；グリセリン；エチレン
グリコールモノメチル（又はエチル）エーテル、ジエチレングリコールメチル（又はエチ
ル）エーテル、トリエチレングリコールモノメチル（又はエチル）エーテル等の多価アル
コールの低級アルキルエーテル類；Ｎ－メチル－２－ピロリドン、２－ピロリドン、１，
３－ジメチル－２－イミダゾリジノン等が挙げられる。これらの多くの水溶性有機溶剤の
中でも、ジエチレングリコール等の多価アルコール、トリエチレングリコールモノメチル
（又はエチル）エーテル等の多価アルコールの低級アルキルエーテルが好ましい。
【００７１】
　上記した水溶性有機溶剤の凝集阻害溶液中の含有量は、一般には凝集阻害溶液の全重量
の３～５０重量％の範囲、より好ましくは３～４０重量％の範囲で使用する。又、使用さ
れる水の含有量としては、凝集阻害溶液の全重量の１０～９０重量％、好ましくは３０～
８０重量％の範囲とする。
【００７２】
　また、本発明のインクの凝集を抑制する凝集阻害溶液は、無色透明液体の他に、染料や
顔料などの着色材が含まれた淡い有色液体であっても構わない。
【００７３】
　図１２は、本実施形態の記録装置における記録部の詳細を説明するための断面図である
。本実施形態の記録装置は、記録媒体の少なくとも１つの端部（先端部・後端部・右側端
部・左側端部）に余白を設けずに記録を行う余白無し記録モードを実行可能である。そし
て、当該記録モードにおいて記録媒体の端部からはみ出して吐出されるインクを受けるた
めのインク吸収体を備えている。なお、「余白無し記録モード」の設定の仕方は種々の手
法が考えられる。例えば、ホストコンピュータにおけるプリンタドライバのプロパティ画
面においてユーザが「余白無し記録モード」を選択し、この選択結果に基づいて「余白無
し記録モード」が設定される形態であってもよいし、また、記録装置に設けられた表示画
面やスイッチによりユーザが「余白無し記録モード」を選択し、その選択結果に基づいて
「余白無し記録モード」が設定される形態であってもよい。
【００７４】
　図１２において、１０は記録媒体の搬送経路を示している。記録開始命令が下ると、記
録媒体１０５は搬送経路１０に沿って矢印の方向へ給紙される。１１は用紙センサである
。用紙センサ１１は、記録媒体１０５の有無を検出し、給紙動作が正常に行われたか否か
を判断する。また、「余白なし記録」の場合には、記録媒体１０５の先端部を検出し、こ
のタイミングからその後の搬送量と記録方法を制御していくことが出来る。給紙された記
録媒体の先端は、ピンチローラ１２と搬送ローラ１３に挟持された状態で、搬送ローラ１
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３の回転により記録ヘッド１の下部へと搬送され、中心位置１５にて位置合わせされる。
【００７５】
　記録領域１４は、記録ヘッド１０４上に配列した複数のインク吐出口によって記録が実
行される領域を示している。また、中心位置１５は、記録領域１４の中心位置を示してい
る。搬送されてきた記録媒体１０５は、プラテン１０７に下方から支えられることによっ
て、吐出口面との好適な距離が保たれている。但し、プラテン１０７の中央部分で、記録
ヘッド１０４の記録領域１４に対向する部分には、穴が開けられている。そして、当該穴
の位置にインク吸収体１７が図のように設けられている。
【００７６】
　中心位置１５に先端が位置合わせされた記録媒体は、その状態で記録ヘッド１０４によ
る最初の記録走査が実行される。「余白なし記録」の場合、記録媒体の先端部や側端部か
ら外側にはみ出した領域に記録ヘッド１０４からインクと凝集阻害液が吐出され、こうし
てはみ出して吐出されたインクと凝集阻害液はプラテン中央に設置されたインク吸収体１
７へ着弾し、吸収されていく。１回の記録走査が実行されると、次の記録走査で記録され
る領域まで記録媒体は所定量搬送される。このような記録走査と記録媒体の搬送とを交互
に繰り返すことにより、記録媒体の先端部・側端部より外側の領域と端部より内側の領域
の両方にインクを吐出可能な記録走査となる。このような記録走査になったら、反応液の
吐出を開始する。なお、本例では、反応液が記録媒体の外側に極力吐出されないように反
応液を吐出している。
【００７７】
　こうして記録が進んでいくと、記録媒体上に順次画像が形成されていく。記録が成され
た領域の記録媒体は、拍車１８と排紙ローラ１９とに挟まれ、排紙部へと搬送されていく
。記録が進み、用紙センサ１１が記録媒体の後端部を検出すると、その後、所定回数の搬
送動作の後に、記録媒体の後端部が記録領域の真下に位置する。そして、先端部への記録
と同様に後端部へも記録が実行され、記録媒体の後端部から外れたインクや凝集阻害液は
インク吸収体１７へと吸収されていく。
【００７８】
　図１５は、このような「余白なし記録」における記録動作の様子を示した図である。特
に、この図１５は、記録媒体の先端部・側端部に対する記録の様子を示している。領域Ａ
は先端部領域を示しており、先端部領域は記録媒体の先端部・側端部より外側の領域と端
部より内側の領域とから構成される。領域Ｂは非先端部領域を示している。記録ヘッド１
０４に施されている斜線は、各記録走査におけるインク吐出口の使用範囲を示している。
【００７９】
　図に示すように、本実施形態では、各領域における同一画素列に対し記録ヘッドを２回
走査させて記録を完成させる、いわゆる２パス記録を採用している。そして、ここでは、
同一画素列を異なる吐出口により記録するべく、走査と走査の間において記録媒体を搬送
方向へ搬送し、同一画素列に対し異なる吐出口が対応するようにしている。なお、図では
記録ヘッドの位置が走査ごとに変化するように記載されているが、これは図示の簡略化な
どのためである。実際は、記録ヘッド１０４は搬送方向に対する位置は固定であり、記録
媒体Ｐが図の斜線などで示す吐出口の使用範囲分だけ記録媒体搬送方向（記録ヘッドの走
査方向と直交する方向）へ移動する。
【００８０】
　図１５の第１～第３の記録走査（スキャン）は、記録媒体の先端部より外側の領域にの
みインク吐出を行う走査である。従って、上述した通り、このような走査ではインクの他
に凝集阻害液も共に吐出する。詳しくは、記録媒体の先端部より外側の領域に凝集阻害液
を吐出するようにしている。第１～第３の記録走査において記録媒体の外側にはみ出して
吐出されたインクや凝集阻害液はインク吸収体１７に着弾され、吸収される。
【００８１】
　第４の記録走査（スキャン）は、記録媒体の先端部・側端部より外側の領域と端部より
内側の領域にインク吐出を行う走査である。従って、上述した通り、このような走査では
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インクの他に凝集阻害液や反応液も共に吐出する。詳しくは、記録媒体の先端部・側端部
より外側の領域に凝集阻害液を吐出し、記録媒体の端部より内側の領域に反応液を吐出す
るようにしている。第１～第３の記録走査と同様、第４の記録走査において記録媒体の外
側にはみ出して吐出されたインクや凝集阻害液もインク吸収体１７に着弾し、吸収される
。なお、反応液は記録媒体の外側に吐出しないようにしているため、原則、インク吸収体
に吐出されない。ところが、記録媒体の搬送誤差や吐出位置誤差が生じると、意図せずし
て反応液が記録媒体の外側に吐出され、インク吸収体に着弾する可能性もある。しかし、
本実施形態では、凝集阻害液をインク吸収体に付与しているため、吸収体上でインクと反
応液とによる反応を生じさせずに済む。
【００８２】
　第５の記録走査（スキャン）以降の記録走査は、記録媒体の側端部より外側の領域と側
端部より内側の領域にインク吐出を行う走査である。このような走査でも、第４の記録走
査と同様、インクの他に凝集阻害液と反応液を吐出する。以上のようにして記録媒体の先
端側への記録が終了する。なお、記録媒体の先端側への記録と同様、記録媒体の後端側へ
の記録についても、記録媒体の外側にはインクと凝集阻害液を吐出し、記録媒体の内側に
はインクと反応液を吐出する。
【００８３】
　以上説明したような構成によれば、記録ヘッドの真下に位置するインク吸収体に対し凝
集阻害溶液を付与する工程と、当該インク吸収体の上で記録媒体最端部に対するインクの
記録を実行する工程とを設けることが出来る。これにより、凝集阻害溶液をインクや反応
液に先立って（あるいは殆ど同時に）インク吸収体に付与することが可能となる。よって
、インク中の色材は吸収体表面で凝集することなく、速やかに吸収体内部に浸透していく
。結果、吸収体表面における色材の堆積は抑制され、これに起因する弊害も緩和すること
が可能となる。
【００８４】
　凝集阻害溶液は吸収体におけるインク中の色材の凝集を抑制するために付与されるもの
であるから、記録画像に関係なく吸収体に向けて付与されればよい。付与の方法は、本実
施形態の様に、記録ヘッドによって行うことが好ましいが、本発明はこれに限定されるも
のではない。例えば、スプレー手段などによって記録の事前に付与した場合であっても、
好適な効果を得ることは出来る。
【００８５】
　本実施形態においては、他のインクと同様な方法、すなわち記録ヘッドから吐出するこ
とによって、凝集阻害溶液を吸収体へと付与している。よって、「余白なし記録」を実行
する際には、凝集阻害溶液は記録媒体の外側にあるインク吸収体に向けて吐出されていれ
ばよい。また、搬送時の記録媒体の位置ずれや記録誤差等への配慮から、記録媒体の端部
近傍、具体的には記録媒体の端部よりも内側に位置する領域と端部よりも外側に位置する
領域とを含む端部近傍領域に凝集阻害溶液を付与する構成としてもよい。この際、記録媒
体の外側への付与量が記録媒体上への付与量よりも多くなるように制御されていることが
好ましい。
【００８６】
　一方、反応液については、画像品位を向上させるためのものであるから、吸収体ではな
く記録媒体の内側に向けて吐出されるべきである。上述したように反応液の付与位置は、
インクが付与される位置、あるいはインクが付与される位置の一部、あるいは記録媒体の
全面のいずれかであることが好ましい。なお、本実施形態では凝集阻害液がインク吸収体
に付与されるため、仮に反応液がインク吸収体に付与されてしまったとしても、インクと
反応液がインク吸収体上で反応し固着してしまうことはない。しかしながら、反応液を吸
収体上に付与するメリットは何もないため、反応液は記録媒体上にのみ付与することが好
ましい。そこで、本実施形態では、記録媒体の外側には反応液を吐出しないようにしてい
る。但し、凝集阻害溶液と同様、搬送時の記録媒体の位置ずれや記録誤差等への配慮から
記録媒体の端部近傍、具体的には記録媒体の端部よりも内側に位置する領域と端部よりも
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外側に位置する領域とを含む端部近傍領域に反応液を付与する構成としてもよい。
【００８７】
　（第２の実施形態）
　上述した第１の実施形態では反応液を用いる形態について説明したが、本発明において
、色材を凝集するための反応液を備えることは必須の構成ではない。インク中に含有され
る色材がインク吸収体上で凝集する性質を有しており、且つ上述した凝集阻害液により色
材の凝集が抑制される構成であれば、本発明の効果を得ることが出来るからである。例え
ば、このようなインクとして顔料を含む顔料インクが挙げられる。
【００８８】
　本実施形態においても、第１の実施形態と同様、「余白なし記録」において記録媒体の
外側に凝集阻害液を付与する構成となっている。この構成によれば、第１の実施形態と同
様、凝集阻害溶液がインクに先立って（あるいは殆ど同時に）インク吸収体に付与される
。よって、インク中の色材は吸収体表面で凝集することなく、速やかに吸収体内部に浸透
していく。結果、吸収体表面における色材の堆積は抑制され、これに起因する弊害も緩和
することが可能となる。
【００８９】
　以下に、本発明の効果を確認するために本発明者らが行った検証例および比較例を説明
する。尚、以下の記載において、部、％とあるものは特に断わらない限り重量基準である
ものとする。
【００９０】
　（検証例１）
　まず、下記に従い、顔料とアニオン性化合物とを含むブラック、シアン、マゼンタ、イ
エローの顔料インク、これら顔料インクの顔料の凝集を促進させる反応液およびこれら顔
料インクの顔料の凝集を抑制する凝集阻害溶液を生成した。
【００９１】
　（着色インクＫ１）
　＜顔料分散液の作製＞
・スチレン-アクリル酸-アクリル酸エチル共重合体（酸価２４０、重量平均分子量＝５，
０００）　　　　　　　　　　　　　　　１．５部
・モノエタノールアミン　　　　　　　　１．０部
・ジエチレングリコール　　　　　　　　５．０部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　８１．５部
【００９２】
　上記成分を混合し、ウォーターバスで７０℃に加温し、樹脂分を完全に溶解させる。こ
の溶液に新たに試作されたカーボンブラック（ＭＣＦ８８、三菱化成製）１０部、イソプ
ロピルアルコール１部を加え、３０分間プレミキシングを行った後、下記の条件で分散処
理を行った。
・分散機：サンドグラインダー（五十嵐機械製）
・粉砕メディア：ジルコニウムビーズ、１ｍｍ径
・粉砕メディアの充填率：５０％（体積比）
・粉砕時間：３時間
【００９３】
　更に、遠心分離処理（１２，０００ｒｐｍ．、２０分間）を行い、粗大粒子を除去して
顔料分散液とした。
【００９４】
　＜着色インクＫ１の作製＞
　上記の分散液を使用し、下記の組成比を有する成分を混合し、顔料を含有するインクを
作製して着色インクとした。
・上記顔料分散液　　　　　　　　　　　　　　　３０．０部
・グリセリン　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０部
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・エチレングリコール　　　　　　　　　　　　　　５．０部
・Ｎ－メチルピロリドン　　　　　　　　　　　　　５．０部
・エチルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　２．０部
・アセチレノールＥＨ（川研ファインケミカル製）　１．０部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　４７．０部
【００９５】
　（着色インクＣ１）
　着色インクＫ１の調製の際に使用したカーボンブラック（ＭＣＦ８８、三菱化成製）１
０部をピグメントブルー１５に代え、着色インクＫ１の調製と同様にして着色インクＣ１
を調製した。
【００９６】
　（着色インクＭ１）
　着色インクＫ１の調製の際に使用したカーボンブラック（ＭＣＦ８８、三菱化成製）１
０部をピグメントレッド７に代え、着色インクＫ１の調製と同様にして着色インクＭ１を
調製した。
【００９７】
　（着色インクＹ１）
　着色インクＫ１の調製の際に使用したカーボンブラック（ＭＣＦ８８、三菱化成製）１
０部をピグメントイエロー７４に代え、着色インクＫ１の調製と同様にして着色インクＹ
１を調製した。
【００９８】
　（凝集阻害溶液Ｐ１）
　下記の成分を混合溶解した後、更にポアサイズが０．２２μｍのメンブレンフィルター
（商品名：フロロポアフィルター、住友電工製）にて加圧濾過して凝集阻害溶液Ｐ１を得
た。
【００９９】
　＜凝集阻害溶液Ｐ１の組成＞
・ジエチレングリコール　　　　　　　　　　　　　　１０．０部
・メチルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０部
・ＢＣ４０（日光ケミカル製）　　　　　　　　　　　１０．０部
・アセチレノールＥＨ（川研ファインケミカル製）　　　０．１部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　７４．９部
【０１００】
　（反応液Ｓ１）
　下記の成分を混合溶解した後、更にポアサイズが０．２２μｍのメンブレンフィルター
（商品名：フロロポアフィルター、住友電工製）にて加圧濾過し、ｐＨが３．８に調整さ
れている反応液Ｓ１を得た。
【０１０１】
　＜反応液Ｓ１の組成＞
・ジエチレングリコール　　　　　　　　　　　　　　　１０．０部
・メチルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０部
・硝酸マグネシウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０部
・アセチレノールＥＨ（川研ファインケミカル製）　　　　０．１部
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８１．９部
【０１０２】
　次に、作成した４色の着色インク、凝集阻害溶液Ｐ１、および反応液Ｓ１をインクジェ
ット記録装置ＢＪＦ９００（キヤノン製）の記録ヘッドから吐出させるため、空のインク
タンクにそれぞれ注入した。ＢＣＩ－６ＢＫ（キヤノン製）のインクタンクに反応液Ｓ１
を、ＢＣＩ－６ＰＣに凝集阻害溶液Ｐ１を、ＢＣＩ－６ＰＭに着色インクＫ１を、ＢＣＩ
－６Ｃに着色インクＣ１を、ＢＣＩ－６Ｍに着色インクＭ１を、ＢＣＩ－６Ｙに着色イン
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クＹ１をそれぞれ注入した。その後、これらタンクを、ＢＪＦ９００のタンクホルダーに
搭載した。このような組み合わせで各インクを搭載することにより、片方向記録で画像を
記録する際には、反応液Ｓ１→凝集阻害溶液Ｐ１→各色着色インクの順番で記録媒体に記
録（付与）することが可能となる。
【０１０３】
　その後、ＢＪＦ９００をホストコンピュータに接続し、製品とは異なる記録方法に制御
することによって、「余白なし記録」を実行した。ここで、製品とは異なる記録方法とは
、４色の着色インクが記録するための画像データとは無関係の吐出データを、凝集阻害溶
液Ｐ１および反応液Ｓ１の吐出のために作成することである。本検証例においては、記録
媒体の縁部から内側２ｍｍ幅、外側５ｍｍ幅の領域に凝集阻害溶液Ｐ１を付与し、記録媒
体の全面には反応液Ｓ１を付与するような吐出データを作成した。
【０１０４】
　このような記録制御のもと、ＢＪＦ９００のプリンタドライバより、「フチなし全面印
刷」を選択し、「はみ出し量」を最大に設定し、記録媒体としてプロフェッショナルフォ
トペーパー２Ｌ版（ＰＲ１０１　２Ｌ、キヤノン製）を選択した。そして、サンプル画像
ＩＳＯ／ＪＩＳ－ＳＣＩＤ（Ｎ３果物）を「余白なし記録」で５００枚連続で印刷した。
【０１０５】
　結果、インク吸収体上でインクが堆積することはなく、記録媒体の裏面の汚染も、記録
媒体の搬送異常も確認されなかった。
【０１０６】
　なお、本検証例では、凝集阻害液や反応液の吐出データをインクの画像データとは無関
係に作成しているが、勿論これに限られたものではない。インクの画像データと関連付け
て作成する場合（例えば、ＣＭＹＫの２値画像データの論理和から反応液用の２値吐出デ
ータを生成する場合）であっても、上述したような良好な結果、すなわち、吸収体上での
インク堆積が抑制されるという結果が得られる。
【０１０７】
　（検証例２）
　反応液Ｓ１を用いないこと以外は検証例１と同様な形態で、サンプル画像ＩＳＯ／ＪＩ
Ｓ－ＳＣＩＤ（Ｎ３果物）によるプロフェッショナルフォトペーパー２Ｌ版への「余白な
し記録」を実行した。凝集阻害溶液Ｐ１に関しては、検証例１と同様に、記録媒体の縁部
から内側２ｍｍ幅、外側５ｍｍ幅の領域に付与する形態とした。結果、インク吸収体上で
インクが堆積することはなく、記録紙の裏面を汚すことも、記録紙の搬送異常も確認され
なかった。
【０１０８】
　（検証例３）
　検証例１で作成した４色の着色インクと凝集阻害溶液Ｐ１とを用いて、検証例２と同様
の「余白なし記録」を実行した。但し、本検証例の凝集阻害溶液Ｐ１については、他の顔
料インクに先立って、１ページ分の記録をまず完了させた。その後、凝集阻害溶液Ｐ１が
縁部分に付与された状態の白紙の記録媒体に対し、ＢＪＦ９００のプリンタドライバより
、「フチなし全面印刷」を選択し、「はみ出し量」を最大に設定した状態で、他の着色イ
ンク（Ｋ１、Ｃ１、Ｍ１、Ｙ１）の記録を実行した。このような記録を、プロフェッショ
ナルフォトペーパー２Ｌ版に対し、５００枚連続で印刷した。結果、インク吸収体上でイ
ンクが堆積することはなく、記録紙の裏面を汚すことも、記録紙の搬送異常も確認されな
かった。
【０１０９】
　（比較例１）
　凝集阻害溶液Ｐ１を用いないこと以外は検証例１と同様な形態で、サンプル画像ＩＳＯ
／ＪＩＳ－ＳＣＩＤ（Ｎ３果物）によるプロフェッショナルフォトペーパー２Ｌ版への「
余白なし記録」を、５００枚連続で実行した。
【０１１０】
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　結果、製品のインク吸収体上でインクの堆積が確認され、後半に出力された記録媒体に
おいては、その裏面に汚染が確認された。
【０１１１】
　（比較例２）
　凝集阻害溶液Ｐ１および反応液Ｓ１を用いないこと以外は検証例１と同様な形態で、サ
ンプル画像ＩＳＯ／ＪＩＳ－ＳＣＩＤ（Ｎ３果物）によるプロフェッショナルフォトペー
パー２Ｌ版への「余白なし記録」を、５００枚連続で実行した。
【０１１２】
　結果、製品のインク吸収体上でインクの堆積が確認され、後半に出力された記録媒体に
おいては、その裏面に汚染が確認された。
【０１１３】
　以上説明したように本実施形態によれば、記録ヘッドの真下に位置するプラテンの領域
に配備されたインク吸収体に対し、凝集阻害溶液を付与する工程を設けた。これにより、
凝集する性質を有するインクを用いて「余白なし記録（余白無し記録）」を実行した場合
であっても、記録媒体からはみ出したインクは、速やかに吸収体に吸収され、良好な状態
で画像を出力することが可能となった。
【０１１４】
　（その他の実施形態）
　上記の実施形態では、シリアル型のインクジェット記録装置を例に説明してきた。そし
て、着色インクを吐出する記録素子列と凝集阻害液を吐出する記録素子列とがキャリッジ
上で主走査方向に並列して配置され、記録媒体の端部近傍に対する記録走査でそれぞれの
液滴を吐出する構成で説明してきた。しかし、本発明は、このような構成に限定されるも
のではない。例えば、記録媒体の給紙に先立ってキャリッジを移動し、移動の際に比較的
多量の凝集阻害液をインク吸収体に付与し、その後記録媒体を給紙し、給紙された記録媒
体に対してキャリッジを移動させながらインクを吐出し記録媒体に記録する構成であって
もよい。
【０１１５】
　また、シリアル型ではなく、記録媒体の幅分の記録素子を配列したフルライン型の記録
ヘッドを用いた場合であっても、本発明を適用し、その効果を得ることも出来る。
【０１１６】
　更に、以上の実施形態では、特にインクジェット記録方式の中でも、熱エネルギを利用
して飛翔的液滴を形成して記録を行う記録装置について説明して来たが、この形態に限ら
れるものではない。例えば、ピエゾ素子等の電気機械変換体を備えた記録素子から飛翔的
液滴を吐出して記録を行う記録装置であってもよい。
【０１１７】
　いずれの吐出方式で画像を形成するにせよ、本発明の効果は、凝集する性質を有するイ
ンクを用い、記録媒体の最端部まで余白のない画像を形成するインクジェット記録装置で
あれば、得られるものである。
【図面の簡単な説明】
【０１１８】
【図１】本発明に適用可能なシリアル型のインクジェット記録装置の斜視図である。
【図２】本発明に適用可能なインクジェット記録装置の制御系の構成を説明するためのブ
ロック図である。
【図３】本発明の実施形態に適用可能なインクジェット記録吐出ヘッドの要部を模式的に
示した概略斜視図である。
【図４】吐出動作を経時的に説明するためのヘッド断面図である。
【図５】吐出動作を経時的に説明するためのヘッド断面図である。
【図６】吐出動作を経時的に説明するためのヘッド断面図である。
【図７】吐出動作を経時的に説明するためのヘッド断面図である。
【図８】吐出動作を経時的に説明するためのヘッド断面図である。
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【図９】吐出動作を経時的に説明するためのヘッド断面図である。
【図１０】吐出動作を経時的に説明するためのヘッド断面図である。
【図１１】吐出動作を経時的に説明するためのヘッド断面図である。
【図１２】本発明の実施形態の記録装置における記録部の詳細を説明するための断面図で
ある。
【図１３】吸収体に向けて染料インクを吐出した場合の説明図である。
【図１４】吸収体に向けて顔料インクを吐出した場合の説明図である。
【図１５】「余白なし記録」における記録動作の様子を示した図である。
【図１６】（ａ）～（ｃ）は、凝集阻害材による立体障害効果を模式的に示した図である
。
【符号の説明】
【０１１９】
　１０　　搬送経路
　１１　　記録ヘッド
　１２　　ピンチローラ
　１４　　記録領域
　１５　　中心位置
　１７　　吸収体
　１８　　拍車
　１９　　排紙ローラ
　１０４　　記録ヘッド
　１０５　　記録媒体
　１０６　　搬送ローラ
　１０７　　プラテン

【図１】 【図２】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】
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【図１０】 【図１１】

【図１２】 【図１３】
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【図１４】 【図１５】

【図１６】
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